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午前９時５８分 開会 

○神谷環境再生事業担当参事官 ただいまから放射性物質汚染対処特措法施行状況検討会

を開催いたします。 

 委員の皆様におかれましては、ご多用の中ご出席いただき、ありがとうございます。私

は、本日の司会を務めます環境再生・資源循環局環境再生事業担当参事官、神谷でござい

ます。よろしくお願いいたします。 

 本日は検討会再開の第１回目ということでございますので、議事に先立ちまして、まず、

事務局を代表しまして、伊藤環境副大臣よりご挨拶を申し上げます。 

○伊藤環境副大臣 皆様、改めまして、おはようございます。環境副大臣の伊藤忠彦でご

ざいます。本日は、大変お忙しい中、第６回放射線物質汚染対処特措法施行状況検討会に

ご参集を賜りまして、誠にありがとうございます。 

 東日本大震災の発生から６年余りが経過したところでございます。環境省では、福島県

を初めとする被災地の住民の皆様が安心して暮らせる環境を確保するため、全力で取り組

んでまいったところでございます。大勢の皆様方にもご協力をいただき、ご示唆をいただ

いて今日を迎えさせていただいておりますことも、あわせて感謝を申し上げておきたいと

いうふうに思います。 

 面的除染は昨年度中で概ね完了をいたしまして、中間貯蔵施設については、当面５年間

の見通しに沿いまして、着実に事業を進め、各県の廃棄物についても地元とよく相談をさ

せていただきながらそれぞれの事情に応じた取組を進めるなど、復興に向けた事業が進捗

をいたしてきておるところでございます。これらの事業の根拠であります放射性物質汚染

対処特措法につきましては、施行から３年を経過した平成27年の時点で、本検討会におき

まして施行状況の点検、検証をしていただきました。その際、取りまとめる際に、現行の

枠組みのもとで施策を前進させることに総力を挙げるとともに、除染実施計画の終了の時

期を目途にいたしまして、改めて施策の進捗状況を点検するべきというご指示をいただい

たところでございます。今般、28年度末の除染の実施状況を取りまとめさせていただきま

したので、再度ご参集を賜りました次第でございます。委員の先生方には、施行後６年の

法律の運用を全般的に点検していただきまして、制度見直しの可否も含めまして、大所高

所から幅広く忌憚のないご意見と活発なご議論を賜れれば幸いでございます。 

 環境省では、今後、先般新しく誕生をいたしました環境再生・資源循環局と、そして福

島地方環境事務所が一体となりまして、地域の皆様に寄り添って一層復興・創生を進める
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ことに相なってまいります。本検討会でのご議論を今後の施策に活かしてまいりたいと考

えておりますので、どうぞ本日はよろしくお願い申し上げます。ありがとうございました。 

○神谷環境再生事業担当参事官 ありがとうございました。 

 伊藤副大臣におかれましては、公務の都合により、ここで退席をさせていただきたく存

じます。 

 次に、委員の紹介をさせていただきます。参考資料４の名簿をご覧ください。名簿の順

にご紹介をいたします。 

 まず、福岡大学名誉教授の浅野委員でございます。 

 国立環境研究所資源循環・廃棄物研究センター長の大迫委員でございます。 

 早稲田大学法学部教授の大塚委員でございます。 

 放送大学理事・副学長の岡田委員でございます。 

 京都大学環境安全保健機構環境科学センター教授の酒井委員でございます。 

 廃棄物・３Ｒ研究財団理事長の田中委員でございます。 

 国立環境研究所特別客員研究員の中杉委員でございます。 

 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 中間貯蔵事業部 技術アドバイザーの森委員でござい

ます。 

 なお、本日は、日本環境衛生センター アジア大気汚染研究センター所長の坂本委員、

ジャーナリスト・環境カウンセラーの崎田委員、それから、明治大学法学部教授の新見委

員におかれましては、所用によりご欠席との連絡をいただいております。 

 以上11名の先生方に委員に就任いただいております。 

 それでは、続きまして、事務方のご紹介をいたします。座席表に従ってご紹介いたしま

す。 

 まず、縄田環境再生・資源循環局長でございます。 

 山本環境再生・資源循環局次長でございます。 

 室石大臣官房審議官でございます。 

 近藤大臣官房審議官でございます。 

 向かい側に行きまして、土居福島地方環境事務所長でございます。 

 奥山除染業務室長でございます。 

 私の横に参りまして、植田特定廃棄物対策担当参事官でございます。 

 塩井除染チーム次長でございます。 
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 続きまして、本検討会の座長についてでございます。 

 平成27年度検討会に引き続き、浅野委員に座長を、岡田委員に座長代理をお願いしたい

と存じますが、ご異議ございませんでしょうか。 

（異議なし） 

○神谷環境再生事業担当参事官 それでは、浅野委員、よろしくお願いいたします。 

 続いて、配付資料の確認でございます。資料はお手元の議事次第に従いましてご確認い

ただければと思います。資料は１から３－２がございまして、それから、参考資料が１か

ら８までございます。参考資料については、ファイルでとじた法律の条文等々がございま

して、４以降が一緒にとじられている形になっておるかと思います。それから、崎田委員

からのご意見も別途お配りをしておるところでございます。不足がございましたら事務局

までお申しつけいただきたいと存じます。 

 それから、本検討会の資料についてでございますが、原則全て公開とさせていただきた

いと思います。参考資料も含めて、後ほど環境省のホームページ上に掲載をいたします。 

 また、本検討会終了後に発言者名を示した議事録を作成しまして、委員の皆様方にご確

認をいただき、了解をいただいた上で公開させていただきたいと考えております。 

 それでは、冒頭のカメラ撮りはここまでとさせていただきますので、ご協力をよろしく

お願いいたします。 

 以降の進行につきましては浅野座長にお願いいたします。よろしくお願いいたします。 

○浅野座長 それでは、引き続き座長を務めさせていただきますので、よろしくお願いい

たします。 

 本日は議題が三つございまして、この検討会の進め方について、それから、法律の施行

状況についてのご報告と、それから、各論点への対応状況はどうなっているかということ

について、本日は特に除染についてということでお話を伺うことになります。 

 それでは、まず最初に、この検討会の今年度の進め方についてということで、検討会の

進め方について（案）に入りたいと思います。 

 資料１に基づきまして、この検討会の趣旨と進め方について、事務局からご説明をいた

だきます。 

○神谷環境再生事業担当参事官 これとあわせまして、参考資料５の設置要綱と、両方を

ご覧いただければと存じます。 

 まず、設置要綱で、この検討会の趣旨の復習を簡単にさせていただきます。放射性物質
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汚染対処特措法の附則第５条におきまして、法の施行後３年を経た場合に法律の施行状況

について検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講じるということを踏まえまして、

施行状況の検討を行うためにこの検討会を設置するということで平成27年に検討会を設置

し、まとめを行っていただいております。その際に、全ての検討事項が完了したというこ

とではなくて、この際行われました取りまとめ、これは後ろのほうにつけておりますけれ

ども、中にもございますが、その時点ではまだ面的除染が終了しておらなかったというこ

とで、現行の除染実施計画が終了する時期、平成28年度末を目途に施策の一定の進捗があ

ることを前提として改めて特措法の施行進捗状況の検討を行い、特措法に基づく一連の措

置の円滑な完了に向け必要な制度的手当て等を行うべきであるという形で締めていただい

ております。今年の３月に面的除染が概ね完了したということを踏まえて、この検討会を

再開するというものでございます。 

 それで、資料１に戻っていただきまして、スケジュール・議題等でございますけれども、

まず、今回の第６回から４回ほどの開催を予定しております。今回は検討会の進め方と除

染の関連の点検をいただくと。それから、次回は９月ごろを予定しておりますけれども、

中間貯蔵と汚染廃棄物の関連の検討をいただくと。それから、12月ごろを予定しています

第８回におきまして、横断的事項の関連ということで、技術開発ですとかリスクコミュニ

ケーションですとか国際展開といった事項の検討をいただくと。これらの内容を踏まえま

して、年度末を目途に取りまとめを行うというスケジュールで考えておるところでござい

ます。 

 以上でございます。 

○浅野座長 それでは、ただいま、この検討会の今年度の進め方、それから、前回の検討

会で次にこういうことをやらなければならないということを報告しておりますので、その

ことについての再度の確認でありますが、ご説明をいただきました。 

 この進め方についてということで、何かご意見がございますか。いかがでございますか。

特段のご意見はないということでよろしゅうございますか。制度的な問題点についても、

今後、全体を終結させるためにどうすればよいかということが検討されるテーマになると

いうことをもう一度確認しておきたいと思います。 

 それでは、特にご意見はないようでございますので、今年度の３月ごろまで検討を続け

て取りまとめをするということについてはご了承をいただいたことにさせていただきます。 

 では次に、平成27年度取りまとめ以降の法律の施行状況について、とりわけ除染関連に
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ついてということで、事務局からご説明いただきます。 

○神谷環境再生事業担当参事官 資料２、除染の現状についてに基づきましてご説明をい

たします。 

 １枚めくっていただきまして、原発事故に伴う汚染の状況ということでございますけれ

ども、除染について、定義として使っている言い方でございますが、人の健康または生活

に及ぼす影響を速やかに低減させるために、生活空間における放射性物質の除去等を行う

ことということでございます。線量の記述が最初にございますけれども、政府の目標とし

て、除染のみならず、モニタリング、食品の安全管理、放射線リスクの適切な管理を総合

的に行うことによって、長期的に個人が受ける追加被ばく線量を年間１mSv以下になるこ

とを目指しているということでございます。 

 下の地図につきましては、避難指示区域の概念図というのがございまして、概ねこの区

域において直轄の除染を、それ以外のところで市町村による除染を行ってきたということ

でございまして、その辺りの事業のスキームについて、２ページのところにございます。

国直轄除染地域、これは11市町村で実施をしておると。それ以外のところは市町村除染と

いうことで、放射線量が１時間当たり0.23μSv以上の地域の指定を行いまして、そこで市

町村による除染を行い、国の予算措置のもとに事業を実施してきたということでございま

す。 

 それから、次のページですが、除染の進め方の基本的な考え方でございます。大きく地

域を三つに分けておりまして、50mSv/y以上の地域（帰還困難区域）についてはこれまで

扱いが定まっておりませんで、昨年の夏から今年にかけて方向を定めて、今後事業をやっ

ていくという地域でございます。それから、20～50mSv/yの地域については居住制限地域

ということで、空間線量が20mSv/y以下となることを目指した事業を進めております。そ

れ以下の地域についても除染を実施ということで行っております。 

 計画の見直しについて記述がございます。当初は発災から２年程度での事業完了を目指

して事業を行ってきておったわけでございますが、25年に点検をした時点で目標の見直し

を行いまして、28年度中に面的除染を完了するという新たな目標のもとに事業を進めてき

ております。宅地やその近隣とか、生活圏を中心に優先的な取組を行うといった目標を定

めて、事業の仕切り直しを行いましたということでございます。 

 それで、その結果として、４ページ以降、これまでの成果をまとめております。国直轄

除染の進捗状況地図ということでございますが、11市町村における面的除染が今年の３月



 7 

までに終了しておるということで、それと相まって、これまで避難指示が行われてきた地

域につきましては、随時避難指示の解除が行われてきておるということでございます。 

 ５ページ目を見ていただきますと、これまでの事業の量をお示ししておりまして、宅地、

農地、森林、道路の４地目ごとにお示ししたような事業を進めてきておりますということ

でございます。 

 それから、市町村除染については６ページ目からでございます。全体で104の市町村で

汚染状況重点調査地域として、事業の法律の対象に組み込んだ対応が行われてきておりま

す。この中で、線量低下などで12の市町村で指定解除が行われまして、現在、92の市町村

が法律の対象地域ということになっております。面的除染の進捗が100％終わったところ

がうち82ございまして、10の市町村については継続中ということでございます。福島県内

について言いますと、住宅や農地についてはほぼ進捗率は100％になっておりますが、道

路や森林（生活圏）が９割程度の進捗ということでございます。県外は昨年度末の時点で

面的除染が終了ということでございまして、実際に８県において、右の地図の地域におい

て事業が行われてきた、あるいは、行われているという状況でございます。 

 次のページ、７ページのところで個別の市町村名が出てきておりますけれども、現在継

続中の市町村というのは、福島県内の福島市、郡山市、いわき市等の10の市町村が継続中

ですということでございまして、県外については全て面的除染が終了ということでござい

ます。 

 それから、進捗状況の市町村除染の実績数です。これが８ページのところにございまし

て、各地目ごとの実績値、それぞれの戸数ですとか延長、面積等々を示しておるところで

ございます。 

 ９ページ以降は除染の効果等ということでございます。除染によってどこまで線量を下

げられたかということでございますけれども、全地目の平均としまして、除染前のデータ、

除染直後のデータ、それから、１年ほどたった後の事後モニタリングのデータという、こ

の３段階でのデータを直轄除染の全ての地点について集計したデータでございます。直前

と直後を比べますと、平均で50％の線量低減、それから、さらに事後モニタリングも入れ

ますと、65％の低減が見られたということでございまして、地目によってその効果に若干

差がございますが、宅地や農地では比較的高い線量低減ができたということでございます。 

 10ページ目のところは、全地点をヒストグラムに落としたものでございます。全体の傾

向としましては、空間線量率3.8μSv/hというところが、概ね年間の線量率として20mSv/y
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と。それから、0.23μSv/hというところが１mSv/yというところでございます。3.8を超え

るような地点は除染によってほとんどなくなりましたと。それで、全体としては左側にシ

フトしているという状況は、ご覧いただけるとおりだと思っております。 

 それから、もう一つは、除染結果の解析として、11ページに資料がございますけれども、

直轄除染の測定点につきまして、除染を行った場合の平均の線量率の推移と、それから、

行わなかった場合の推移というのを、それぞれ時点が違うものを推計によって補ってグラ

フに落としたのがこの11ページの表でございまして、28万点全体が23年８月の時点で平均

2.41μSv/hあったところが、現在の推計値としては平均が0.34/hまで下がっていますと。

もし除染を行わずに自然減衰等だけをしたと仮定した場合のデータを推計しますと、0.80

μSv/hということで、58％分の減らした効果がありますと。0.80μSv/hが0.34μSv/hまで

減るのを自然減衰に頼っておりますとこれから13年かかる分を、除染の事業によって早め

ることができたというふうに評価をしておるところでございます。 

 それから、12ページは個人被ばく線量の測定結果ということでございまして、これは市

町村のデータをお借りしてきた集計でございますけれども、県内の13の市町村、７万3,00

0人のデータをまとめたものでございます。測定の方法がさまざまございまして、下にご

ざいますように、医療被ばくとか飛行機搭乗の影響等も入ったデータではございますけれ

ども、全体の集計としましては、１mSv/y未満の方が97.5％ということで、期間としては2

7年から28年のデータでございますが、相当程度低いレベルの被ばく量の傾向にあるとい

うふうに評価をしておるところでございます。 

 それから、次のページ、13ページでございますけれども、フォローアップ除染がこの事

業の課題としてずっとございまして、27年12月の環境回復検討会の中で考えをまとめたと

ころでございます。左側のフローチャートは市直轄事業におけるフォローアップ除染の考

え方ということでございまして、事後モニタリングを行って、追加被ばく線量１mSv/y以

下が達成されているかどうかの検討、それから、除染効果が維持されていない箇所を検討

し、フォローアップ除染の合理性や実施可能性を総合的に判断して必要なところのフォロ

ーアップを行うという考え方をまとめております。 

 右側は直轄除染のところでございまして、全体に空間線量が非常に高い地点が多いとい

うところがございますので、そういった場所について、特に集中的にどういった手法があ

るかというところを検討した上でフォローアップ除染や事後モニタリングを実施するとい

うことで、それぞれ手順をお示しして運用しているところでございます。 
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 それから、14ページの絵ですが、これは森林による影響の検討状況でございます。森林

につきましては、林縁から最大20メートルと、あと、日常、人が立ち入る場所につい手除

染を行うという方針で実施をしてきております。それで、さらなる除染が必要ではないか

という議論も多々いただいているところでございまして、そういった対応の結果どういう

影響が実際に起きているかというのを実証的に検証する必要があろうということで、デー

タをまとめてきております。 

 最初の青で囲った部分は流出のデータでございますけれども、森林から土砂の流出に伴

って、林縁においてどの程度の空間線量の増大があるかという評価を、データを集計しま

したところ、林縁での空間線量率の増分が0.6～1.6％程度の増大ということで、流れ出て

くるものの量がこの程度であるというところがわかってきております。 

 それから、飛散による影響でございますけれども、大気中の浮遊じんの飛散に伴う放射

性セシウムの移動状況の調査データというのがございまして、これは、林縁から20メート

ル程度離れた場所で浮遊じんを測定しまして、その放射能濃度が空間線量率にどの程度の

影響を与えるかというところを推測したデータでございまして、左下の米印の２番目にご

ざいますように、空間線量率に与える影響は10-7μSv/h程度であるということがわかって

きております。 

 それから、落葉の影響によってどんな影響があるのかというところでございますが、林

縁からの距離に応じて、空間線量率への影響というのが、近いところでは１％を超えて影

響があるということがございますけれども、離れていきますと相当低い程度の影響だとい

うところもわかってきておるところでございます。こうした動態の影響等を、引き続きデ

ータを取りながら、今後の森林の対応についても検討中ということでございます。 

 次の15、16ページに、施策としてやっている事業のご説明がございます。森林につきま

しては、この除染に加えまして、モニタリングですとか里山再生のための事業、こういっ

たものを組み合わせた形で取組を検討していくということで、復興庁と、それから林野庁

と協力しながら、３省でモデル事業を実施していますということでございます。里山再生

に向けたモデル事業ということで、これまで10の市町村においてモデル地区を選定しまし

て、16ページにございますようなモニタリング除染、それから、森林整備ですとかバイオ

マス施設の整備といった、組み合わせによって地域の再生対策を図っていくという事業を

現在、実施中でございます。 

 それから、次、17ページですが、仮置場の課題でございます。仮置場のイメージ図がご
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ざいますけれども、箇所数と除去土壌等の数量ということでデータをお示ししております。

直轄除染、市町村除染を合わせまして1,100カ所ほどの仮置場、それから、現場保管のも

のが15万カ所ほどございます。数量としましては650万立方メートル、750万袋の除去土壌

及び除染廃棄物がたまっているという状況でございまして、ここを適切に維持・管理しな

がら、中間貯蔵施設に運び終えたものについては跡地を適正に元に戻して返還するという

のが今後の事業の大きな課題でございます。あと、管理・点検の内容等もございますが、

周辺環境への影響がないようにということで、定期的な点検等を行っているということで

ございます。 

 それから、次は、帰還困難区域の取り扱いの話でございます。経緯にございますように、

昨年の春から夏にかけまして、政府全体として帰還困難区域の対応についてまとめをして

きております。８月に与党提言が出まして、原災本部の決定、年末に基本指針が決定しま

して、今年の５月に改正福島復興再生特措法が施行されたということでございまして、具

体的な事業の実施方法は次の19ページのところにございますけれども、帰還困難区域につ

いては拠点を定めて、そこの場所において事業を行っていくと。拠点は市町村長が実際の

指定をしまして、内閣総理大臣の認可を得るということでございます。その中で除染や廃

棄物の処理とインフラ整備などを一体的に実施していくということでございます。どんな

場所がその拠点になるかということで認定の観点の例というのがございますけれども、除

染によって放射線量が概ね５年以内に避難指示の解除に必要な基準以下に低減するか、計

画的かつ効率的な公共施設整備が可能な規模か、住民の帰還や事業活動によって想定した

土地利用が実現する見込みがあるか、こういった観点から拠点を定めて事業を行っていく

ということが方針として決められたわけでございます。ですから、地元の自治体と、それ

から、福島復興再生特措法を所管する復興庁ですとか内閣支援チームと、これからより一

層緊密に連携しながら、環境省において除染や廃棄物等の処理という役割を引き続き果た

していくというスキームが整備されたということでございまして、初年度の予算として、

特定復興再生拠点整備事業309億円というのが計上されているという状況でございまして、

今、具体的な拠点の選定についての協議が進んでいる最中という状況でございます。 

 それから、次の20ページは予算関係の話でございますが、除染と汚染廃棄物の処理、中

間貯蔵施設について、これまでにかかった経費と、それから、今後かかる経費の見込みと

いうことでデータがございます。今後の見通しも含めて、昨年の12月に除染が3.4兆円、

汚染廃棄物が0.8兆円、中間貯蔵が1.6兆円等々という新しい見込みを策定していただいた
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ところでございます。実際には、今までの合計で、除染と汚染廃棄物で3.7兆円、中間貯

蔵で0.3兆円ということで事業費が変わってきておりまして、今後の事業の進展に伴って、

またこうした必要な予算を確保しながら事業を行っていく必要があろうかというふうに思

っているところでございます。 

 それから、次は求償の関係でございまして、除染、それから、中間貯蔵、汚染廃棄物処

理、それぞれについて、全体で言いますと、これまで全体で１兆5,000億円の求償を行い

まして、１兆1,000億円が東京電力から応諾されて支払われているということで、これに

ついても、事業が終わりましたものについては適正に求償、支払っていただくという応諾

を進めていきたいというふうに考えております。 

 それから、22ページは組織改革のポイントということでございます。これは、冒頭、副

大臣のご挨拶にもございましたとおり、今年の７月から、福島、あるいは、東日本大震災

の復興に関する関係部局を環境再生・資源循環局のもとに統一的に事業を行うという体制

を整えまして、また、福島の事務所も地方環境事務所として格上げをする対応を行うこと

によって、より一層関係者が連携をして福島の事業を適切に進められるようにということ

で体制強化を図っているところでございます。 

 それから、今度は23ページですが、さまざま検討会がございまして、本検討会と他の検

討会の関係ということでデータを出しております。この特措法施行状況検討会は、法の施

行について大局的な観点から全体を見ていただくということで設定をしておりますけれど

も、個々の課題につきまして、例えば、除染の適正な実施については除染適正化推進委員

会、それから、除染に関する技術的課題については環境回復検討会、中間貯蔵に関しては

環境安全委員会、あるいは、除去土壌等の再生利用については中間貯蔵除去土壌等の減

容・再生利用技術開発戦略検討会ということで、それぞれ技術的な検討を行う場を設けつ

つ、全体を見ていただくための検討会として本検討会があるという位置づけをお示しした

ものでございます。 

 それから、その後は、参考資料としてリスクコミュニケーションの関係の取組をおつけ

しております。これは第３回の検討会でもご議論いただくということで、今回は詳しいご

説明は省かせていただきますが、除染に関しても情報発信を行いながら事業を進めてきて

いるということでございます。 

 説明は以上でございます。 

○浅野座長 どうもありがとうございました。 



 12 

 それでは、ただいまのご説明は除染の現状についてということで、一連のご説明でござ

いましたが、これについてご質問、ご意見がございましたら、どうぞお出しください。 

 田中委員、どうぞ。 

○田中委員 ありがとうございます。 

 ３点だけ確認、質問をさせていただきたいと思います。 

 まず、１ページ目なんですけども、避難指示が解除された区域が除染によって多くなっ

ていますが、この根拠は、追加被ばく線量が年間１mSv/y以下になるという目標を達成し

たところに避難指示の解除をするということをされているのかどうか。言ってみれば、0.

23μSv/h以下になったということなんでしょうかというのが一つです。 

 それから、９ページに除染の効果等というのがあって、非常に貴重な関心のある結果が

出ていると思います。特に、除染した後に、半年から１年において除染の効果が維持され

ているかどうかを確認するということですけども、維持されているどころか、さらに、ウ

ェザリングの効果が見えるということですね。平均すると除染後の値から30％ぐらい削減

されていますので、たった半年から１年でこれだけの効果があるということで、それで、

これに関連して、11ページに予測がございますけども、説明では、下のほうは、自然減衰

及びウェザリング効果を考慮して予測しているということですので、自然減衰というのは

半減期に基づいた減衰ですが、ウェザリングというのは風雨による減衰ということで、風

化ですよね。その効果があるのですけども、この予測の仮定は、９ページの半年から１年

における減衰30％ぐらい、これを仮定して、ずっと継続的にウェザー効果があるというこ

とを入れて予測したのかどうか。 

 11ページの上のところに、これは間違いではないかと思うのですけども、除染前、平成

23年12月から平成28年９月に除染後のモニタリングをしたということですよね。ところが、

除染したのは、除染前のモニタリングが23年11月から28年７月、その後に除染をして、そ

れから半年から１年かけて事後モニタリングをしているというので、最低でも23年11月か

ら半年以降でしか事後モニタリングはしていないはずなんですけど、この辺をちょっと確

認したいと思います。よろしくお願いします。 

○浅野座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまのご質問についてお答えいただけますか。 

○神谷環境再生事業担当参事官 ありがとうございます。 

 最初に、避難指示の解除についてということでございます。 



 13 

 避難指示の解除用件というのは、これは内閣府の支援チームが決めておるものがござい

ますけれども、３要件がございまして、一つは、追加被ばく線量が年間20mSv以下になる

という要件がございます。それから、２番目は、インフラ整備などがちゃんと復旧してい

るかどうか。３番目は、当該自治体の意向。その３要件を踏まえて避難指示を解除すると

いうことになっています。したがいまして、１mSv/yということではなくて、20mSv/y以下

になったということをもって、解除の一つの要件ということになるわけでございます。20

mSv/yぎりぎりで解除に同意ができるかというところは、それぞれの地域の事情というも

のがございますので、20mSv/yを十分下回った状況になったところでご相談をする、運用

をするようにというふうに伺っておりますけれども、いずれにしても、１mSv/yではなく

て20mSv/yというところで引かれているというところでございます。 

 それから、除染の効果でございますけれども、これは、先ほどの11ページの絵ですが、

これは時期についてのデータなんですけれども、前にありますヒストグラムと除染の直前

のデータ、それから、直後のデータ、半年から１年のデータ、それぞれをプロットしてい

くと。時期がばらばらなところを時点修正して、毎年年度末のデータを平均してプロット

していくという作業をしております。したがって、直前、直後、１年後の３種類のデータ

を混在させて時点修正をしながら、除染の前のデータだけを集計したもの、除染の前及び

除染の後のデータを集計したものを青と茶色に塗り分けるということをやっておりまして、

入っているデータの中には23年11月のもの、12月のもの等々が全て入っております。除染

が終わったものから順番に除染後のデータに置きかえて各年度年度の時点の集計というの

をするということで、除染が進んだテータが増えれば、直後にがくんと減った分というの

がその時点の平均に反映させていくという形の推計・集計をしたデータでございます。 

 以上です。 

○浅野座長 田中委員、よろしゅうございますか。 

○田中委員 11ページの一番上にあるものの除染の前の期間と、除染後、それから、しば

らくたってモニタリングの時期というのは、これは正しいでしょうか。平成23年12月以降

のです。 

○神谷環境再生事業担当参事官 除染の直前、直後に行ったモニタリングというのがござ

いますので、一番早いものは23年11月に除染前モニタリングを行いまして、一番早い除染

直後モニタリングは23年12月に行われたということで、そういうデータも28万点の中には

含まれているということでございます。本格化したのは……。 
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○浅野座長 田中委員のご疑問は、除染後というのは、直後と、それから、事後モニタリ

ングと、両方入っているのかどうかということです。 

○神谷環境再生事業担当参事官 失礼しました。 

○浅野座長 直後の分でやっているのか、それとも、事後が入っているのか。 

○神谷環境再生事業担当参事官 両方入っております。直後しかない時点のプロットをす

るときには直後のデータを入れていまして、その後、事後モニタリングへ入ったら、その

地点の平均値は事後モニタリングのほうに置きかえた集計を年度末ごとにやっているとい

うことでございますので、まざっているということでございます。 

○浅野座長 よろしいですか、田中先生。要するに、両方データがある場合とない場合が

あるのでという趣旨です。ない場合には直後のものでやるということです。 

○田中委員 モニタリングという言葉は使っているけども、この中に直後のものも入って

いるということですね。 

○神谷環境再生事業担当参事官 はい、両方入っております。 

○浅野座長 よろしいですか。 

○田中委員 はい。 

○浅野座長 それでは、中杉委員、どうぞ。 

○中杉委員 何点かあるのですけど、まず、６ページの市町村除染の進捗状況というのが

ございます。この中で、指定を解除した市町村というのがあって、このルールは２ページ

の流れに沿ってやるので、多分こういうふうになるのだろうと思うんですが、指定を解除

したということは、これはどういう意味を持っているのかということを正確に把握してお

く必要があると思うんですね。これは航空機でモニタリングを多分しておられると思うん

ですが、それを重ねたときに、航空機のモニタリングと、実際に地上ではかるのとでは違

うことは当然なんですけど、黄色くなったところが航空機モニタリングで十分低くなって

いるのかどうかというのは、多分そうはなっていないんだと思うんですね。これはある意

味で、人が住んでいるようなところを中心にこういうふうな整理をしているんだというこ

となんだろうと思うので、そこら辺のところを誤解がないようにしていただく必要がある。

航空機モニタリングのことも少し整理をして出していただくとありがたいなというふうに

思います。 

 それから、それの絡みでいくと、森林のほうの推移をどういうふうにモニタリングして

いかれるのだろうか。これからいろいろな事業をされますよね。それにあわせて、森林の
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ほう、やはり、人が住んでいるところじゃなくて、次はそちらのほうにも移っていくと思

いますので、そちらのほうのモニタリングはどういうふうになって、これまでやられたの

か、今後どうやっていかれるのかということを少し考えていただく必要があるのかなとい

うふうに思っております。 

 それから、９ページのところの、先ほど田中委員もご質問があったところですけども、

これは平均値で全て除染のリスクが出ているのですが、これは、低減率の分布はどうなの

かというところが多分重要で、平均的に下がったからいいという話のものではないんです

ね。高いところが下がらないところがどうなるかというところが問題なので、そこら辺の

ところをそういう見方で見ていただく必要もあるだろうと。 

 それと、除染率というのは、基本的に濃度の高いところだと除染率が高くなる傾向があ

ると思いますので、例えば10ページのほうへ行くと、3.8μSv/h以上のところでは、除染

率はここではどうなんだという話があって、3.8μSv/h以上のところでは除染後でもかな

り高いところがあるわけですね。実際に3.8μSv/h以上でも天井は幾つでもあるというこ

となので、そこら辺のところが見えてこないので、ちょっとそこを考えていただく。実際

には、これ以上下がらないところというのはどういうところでどういう理由なのかという

ことも、少し検討していかないといけないだろうというふうに思っております。 

 それから、17ページのところでもう一つ、仮置場の話とか保管量の話が出てきているの

ですが、これは現時点のデータを出していただいているのですが、実際にはこれは物すご

く変化をしていて、除染が進むに従って一時貯蔵保管場所の貯蔵量も増えて、それが中間

貯蔵施設に持っていくことによって減ってきている、そこら辺のところの推移がわかるよ

うな形で経年的な変化というものを出していただくとありがたいなというふうに思います。 

○浅野座長 今のご指摘はほとんど意見というふうに感じているのですが、したがって、

全部に答えることは難しいかもしれませんが、何かありましたら。 

○神谷環境再生事業担当参事官 ありがとうございます。 

 まず、指定解除のモニタリングをどう行っているかというところなんですけれども、こ

れは地域指定を行うときのモニタリングと同様のモニタリングをしていますということで、

その地域を代表する地点を選びまして、そこで測定をしていますということになりますと。

実際に測定をして高いことがわかって除染をして、同じ場所を測定して、それで解除につ

なげていくというのが基本的な流れとしてあると思っています。 

 したがって、生活圏から外れたような森林の中だとかは測定の対象になっていないとい
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うところももちろん出てくるわけでございますけれども、基本的には、指定時と、それか

ら解除時は連動した測定を同じような代表点でやっているというもので、生活圏を対象に

しているということでございます。 

 それから、データの解析の話については、ご指摘を踏まえてデータを整理して、またお

出ししていきたいと思います。低減率の分布ですとか、高いところと低いところで削減効

果がどう違うかとか、解析は行っておりますけど、ちょっと今日は用意が間に合っていな

いので、また次回以降に出していきたいと思っております。仮置場、あるいは、除去土壌

の量の変遷についても、同様に次回以降に整理して出させていただきます。 

○浅野座長 どうぞ。 

○中杉委員 市町村除染の話はルールはわかっているので、それはそのとおりだろうと思

うんですが、外に出たときに、一般の人が受けとめるときに、除染重点地域が解除された

というと、そこは全体的に除染をされたというふうに誤解をされる可能性があるだろうと。

実際には、シイタケなんかの持ち出し、販売を禁止されている地域もこのほかにあるわけ

です。だから、そこら辺のところの説明を丁寧にしていただきたい、誤解がないようにし

ていただきたいということを申し上げたつもりです。 

○浅野座長 ありがとうございました。 

 今のご注意は大事なご注意ですから、外に出すときの出し方の問題ということで、誤解

のないようにということです。 

 森委員、どうぞ。 

○森委員 三つほど意見というか、質問がございます。 

 まず最初に、除染は当初目標よりも若干遅れましたけれども、28年度末にほぼ面的除染

が終えたということは、大きな除染を行うということにおいては評価できるのではないか

と、こんなふうに思っておるのですが、全体として今まで３兆円の予算を使って除染を行

ったということでございますが、それの行ったことに伴う技術とか、あるいは、知財とい

うのが相当蓄積していると思うんですけども、それを今後どういうふうに維持・継承して

いくのかというのが重要な課題になってくるのではないかと思いますけれども、その辺り

について環境省さんはどういうふうに考えておられるのかということが一つでございます。 

 それから、そのもとに、今後は帰還困難区域の除染が行われますけれども、除染を行う

かどうかということについては、５年後におおよそ効果が見られるかということが一つの

認定の条件になっているということでございますが、では、その除染を行うための工法等
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について準備ができているのかということでございます。除染については、除染関係ガイ

ドラインを平成23年の段階でつくって、その後の知見を踏まえてさまざまに追加してきた

わけでございますけれども、当初と比べれば、今の放射性物質の状況というのはかなり変

わってきているのではないかと。地表面でもある程度深い深度方向へ移行している場合も

ありますし、あるいは、森林においては、表面の落ち葉等をとるとかえって線量が上がる

可能性もあるというふうに、当初の平成23年ごろと比べると状況は変わってきているので

はないかと。そうすると、除染工法自体についてもどうしたらいいかということについて

丁寧に、もちろん全く全部が使えないわけではなくて、多くの工法は使えると思うんです

けれども、一部において使えないものもあるというふうに私は思っております。そういう

ことを踏まえて、準備がされているのかどうか、あるいは、これからどういうふうに準備

をされようとしているのかということについて、お考えというか、準備状況についてお知

らせいただきたいと思います。 

 それから、除染を行うかどうかについて、２ページに数値があって、空間線量率0.23μ

Sv/h以上を除染すると、こういうふうになってございます。当時、環境全体を汚染する現

存被ばく状況の中において、被ばくがどういうふうになるかというデータがない中で、こ

れは、この数値というのを用いられてやるということは適切であったと、こういうふうに

思いますが、それから、あと、12ページですかね。具体的にそれのもとで除染をやった結

果かと思うんですけれども、被ばくの状況について、住民の方々のガラスバッジ等に用い

たデータが出てございますが、こういうデータを見ながら、あるいは、最近の研究、評価

等によると、空間線量率と被ばく線量の結果については随分違うというような研究成果も

出ているように、新聞報道等によれば出ております。 

 そういうことからすると、当時の0.23μSv/hというのは今の知見から見たらどう評価で

きるのかという辺りについて評価を行う必要もあるのではないかと。こういうことをしっ

かりやると、フォローアップ除染等についてもどうなのか、あるいは、地域の方々に対し

てどう説明できるのかということも含めて価値あることではないかと、こんなふうに思い

まして、その辺りについて環境省さんはどういうふうにお考えなのかということを、もし

お考えがあれば教えていただきたいと思います。 

○浅野座長 それでは、これについても、今直ちに答えることができなければ持ち帰って

検討していただいて、次回ということでも結構です。 

○神谷環境再生事業担当参事官 わかりました。 
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 除染についての最初の技術の知見の蓄積、維持、継承という話でございます。これはや

はり、非常に大きな事業をやってきたことをしっかりまとめて、世の中に残していく必要

はあろうかと思っております。 

 一つの取組としましては、除染の事業のこれまでの経緯等をまとめた事業史を業界の

方々とか、学識の委員の方々の意見も聞きながらまとめるという作業を今、行っておると

ころでございまして、そうした中でどういった対応を行ってきたかということを技術的な

側面も含めてまとめて、世の中に問うていきたいというふうに思っております。 

 それから、さまざま技術開発、技術評価をした結果というところを、環境省がお金を出

してやってきた事業については、成果をホームページなどにまとめておるというところで

ございまして、こういった取組をこれからも進めたいと思っています。 

 それから、帰還困難区域の除染です。これは、今までとどういう違うやり方をするべき

かというところは、まさに事務所と協力しながら検討している最中ですが、これまでも先

行的な除染を帰還困難区域でモデル事業のような形でやってきた例がございます。 

 それから、帰還困難区域の線量というのも、端的に申しますと、今までやってきた除染

の区域の当初の線量と近いレベルぐらいに下がってきているところがたくさんございます

ので、比較的今までの手法というのが使えるのではないかということと、それから、そう

いう先行的に行った例というものもうまく活用しながら、今後、手法を開発していきたい

と思っています。線量が高いところでは、やはり、やり方が不十分ですと多数の地点をフ

ォローアップしなきゃいけないというようなことも起こってきますので、最初から多めに

土を取るとか、そういったところのノウハウは今までのものを使っていけるのかなという

ふうに考えていますが、さらなる改良をしていきたいと考えております。 

 それから、0.23µSv/hと年間1mSvの対応関係というのはどの程度安全を見たものである

か。これはいろんな議論があるということは、我々も十分承知をしております。運用上こ

ういうやり方が適切であっただろうなということは、我々はそう思っておりますけれども、

さらに新しい知見、どういうものがあるかというのは、これからよく調べて、またこの場

でもご相談していきたいと思っております。 

 以上でございます。 

○浅野座長 よろしゅうございますか。 

 では、大塚委員、どうぞ。 

○大塚委員 ２点ありますけども、一つは、さっき田中先生が質問されてお答えになった
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点ですが、空間線量は年間20mSv以下というのが指定解除の要件なんですけども、先ほど

のペーパーの10ページにもありましたように、解除された地域で20mSv/yを超えるところ

も若干あることはあるので、ちょっと数が少ない話で恐縮ですが、ここはどういう扱いに

なったかということのご説明を、これは環境省の所管ではないですけども、教えていただ

ければと思います。 

 それから、もう一つですが、今回、福島に関しての復興の再生特別措置法ができたとい

うところで、19ページのところにありますように、計画として認定計画に従って除染等を

行った場合の費用は国が負担するということになるわけでございますけれども、今までの

ところは、20ページにあるように、４兆円ということになると思うんですが、予算として

使われているわけですけど、これに対して、21ページにある１兆5,000億円程度の求償と

いうことですが、求償の額はこれから増えるのかどうかというところを含めて、求償額が

どのぐらいになるかというのを教えていただければと思います。この辺は特措法の44条と

の関係で問題になる点でございますので、まさに特措法の問題として、お伺いしておきた

いということでございます。 

○浅野座長 それでは、今の２点はいかがでしょうか。 

○神谷環境再生事業担当参事官 10ページの3.8μSv/h以上の場所がどう扱われたかとい

うことです。個別の地点のデータと避難指示の解除との関係というのは、こちらでも厳密

な解析やデータを持っているわけではございませんけれども、年間の追加被ばく線量は20

mSv以下になっているというところを地域全体の傾向として確認をされながら、地元の意

向も踏まえて避難指示解除をするということでございますので、例えば、個別のホットス

ポットみたいなところをどう扱ったかというのは、厳格に全ての地点が3.8μSv/h以下か

どうかというところだけで判断しているものではないというふうに理解はしております。 

 それから、求償の関係でございますけれども、求償を行うまでのタイムラグが少しある

というのは確かでございまして、例えば、一つの契約について変更の契約を行いまして、

複数年にわたって事業を続けているような場合がございますが、事業全体が終わって、そ

の証憑書類が整った段階で求償をするということになっておりますので、予算の計上、執

行のペースと、それから、データがまとまって求償ができるというペースが必ずしも一致

しないというところがございます。そういうことで、今の見かけの数字がこれまでの累積

の予算額よりも低いということがございますけれども、全体としましては、20ページに出

ております予算額というのは求償事業の予算として計上をしておるものでございまして、
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事業の完遂に必要な額だと思っておりますので、これらも執行された段階で、いずれ求償

に回っていくということになろうかというふうに思っております。 

○浅野座長 よろしいでしょうか。 

○大塚委員 はい。 

○浅野座長 公害防止事業の事業者負担の場合に、実際には公共事業的要素みたいなもの

があって、プラスアルファの不可部分があると、その部分は求償の対象から外してしまう

ということをやっていますね。そういうようなことが状況として出てこないのかなという

気もちょっと心配はしているのですが。これはこれで結構です。 

 では、岡田委員、どうぞ。 

○岡田委員 ２点あるのですが、例えば12ページで、これはバッジをつけて、年間被ばく

線量の推計値というのがあって、1mSv/y未満の方が97.5％となったと、これ自身はいいの

ですが、逆に、残りの2.5％、時々高い人がいますよね。これはどういう人なのか。下の

ほうに例えば医療被ばくとか、いろいろ書いてあるけども、もしそういうことでたまたま

高くなっているということになると、もし全員がそうだったら大変ありがたいことで、ほ

とんど問題ないという答えが出ると思うので、こういう残りのデータにもう少し着目して

ほしい。 

 あと一つ、同じように、これは中杉先生と同じですが、例えば、除染の効果全体として

平均値で評価するのはいいのですが、やはり、平均値ではなくて、あまり除染効果が出な

かったところ、かつ、今たくさん残っているところを重点的にピックアップして、それは

なぜかということをやっぱり明らかにしていくのが、今後のフォローアップで非常に重要

になるので、平均としてはもううまくいっているからいいのですが、残りのところぜひ着

目して整理していただければありがたいというふうに思います。 

○浅野座長 これについて、事務局からお答えはありますか。特に、今の後のほうの話は、

どのレベルが難しいのかということが問題でしょうね。例えば、地下水汚染でも、濃度が

薄くなればなるほど、物すごくお金をかけても全然よくならないということがあるわけだ

から、多分直感的には、濃度が高いところで難しいところが少なくて、薄くなれば薄くな

るほど難しくなるだろうと思うので、そうすると、むしろリスクマネジメントで考えたら、

どこまでやるのかという話になってくるのだろうと思うのですが。 

○神谷環境再生事業担当参事官 ありがとうございます。2.5％の方にどういう要因があ

ったかというこの被ばく線量の話は、これはちょっと課題にさせてください。個々の状況
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をご説明する資料がございません。 

 特に、高いところに注目してという除染の効果の話でございますけれども、一般論で申

し上げますと、座長からご指摘がありましたように、線量が高いところはやはり下げやす

いと。それから、宅地や農地のように土の入れかえをしたところはしっかり下がるとか、

いろいろわかってきている傾向というのは全体にございます。そういう意味で、どこで苦

労しているかというと、やはり0.23µSv/hないしは１mSv/yまでできれば下げていただきた

いというところを個々全てに対応していくというのは、なかなか現実的に技術的にできな

い部分があるというふうに。どこまで応じていかれるかという低い側の部分の対応という

ところが、今、実際の運用上は一番苦労している部分かなというふうに思っております。 

○浅野座長 土居所長 

 どうぞ。 

○土居福島地方環境事務所長 ２点目の件で追加をさせていただきますが、データにつき

ましては、次回以降、また整理して提出されると思いますが、現場で感じている今のご質

問への対応ですが、大きく分けると２点あると思っておりまして、１点目は、先ほど申し

上げましたように、10ページであるとか９ページにお示ししているものが、直近で除染を

されたもので、まだ事後モニタリング、あと、フォローアップ除染がされていないものも

含まれておりますので、そうしますと、例えばよくありますのは、雨垂れの下とか、また、

少し再汚染されるスポットでまだフォローアップがされていないものもこの中には含まれ

ております。そこを追加で取ると１段下がるというケースが１種類あります。 

 もう一つは、住宅などでいきますと、１軒のお家で大体10ポイントぐらい測定をしたも

のが全てこの中に入っておるのですが、玄関周りであるとかお庭につきましては作業も比

較的容易ですし、丁寧にしておるのですが、お家の裏に例えば森林がありまして、斜面に

なっていたりしますと、作業上なかなか入れないという技術的な問題と、もう一つは、あ

まり削り取り過ぎますと崩れてくるという話がありますので、そこは地権者さんとお話を

しながら、この程度のメニューにしましょうということで、そこで少し下がり方が悪いと

いうことがあります。ただ、頻繁には人が入らないので、解除に当たっての結果報告をお

見せしたときにはこういう値ですというお話をしながら、追加でモニタリングもしますの

でというお話で納得いただいているというのが現場の感触でございます。 

○浅野座長 ありがとうございました。 

 ほかに何かございますか。 
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 大迫委員、どうぞ。 

○大迫委員 ２点あるのですけども、６ページで汚染状況重点調査地域の状況がございま

して、先ほど中杉先生からも若干ありましたけども、この指定を解除された市町村に関し

て、地元の意向も踏まえるということだと思います。その際に、除染を100％終えてもま

だ解除をしていない市町村というのはあるわけでありまして、その後のフォローアップを

されている最中という部分もあろうかと思いますが、実際に解除しても、除去された土壌

等は保管されているという状況は残っているわけでございまして、そういう中で、また後

ほど議論があるかもしれませんが、その土壌をどうするのかという議論はまた市町村とし

ては対応しなきゃならないと。そういう状況の中での地域の住民の方々との関係も含めて、

それぞれ地元の意向ということも多様性があるのではないかというふうに理解しておりま

すが、その辺りはどのような把握といいますか、認識をしておられるのかというところが

第１点でございます。 

 それから、もう一つは、今後、除染から土壌が保管されているものをどうするかとか、

次回以降、廃棄物の問題もありますが、この問題に対して、市町村がいろいろな対処のた

めに勉強をして、体制を整えてやってきているわけです。長期にわたって変化しながらも、

また体制を維持していかなきゃならない状況もあると思うんですが、こういう市町村の行

政の体制の把握というものを網羅的に環境省としてはされているのかどうかというところ

をお聞かせいただければと思います。 

○浅野座長 それでは、今の２点についてお答えをどうぞ。 

○神谷環境再生事業担当参事官 ありがとうございます。除染が特に県外などで完了して

解除していないというところはどうなっているかというお話です。フォローアップも含め

て終わったところが県外では多いわけでございますけれども、やはり、除去した土壌の処

分の方法、基準といったところが整備されるのを待っておられて、その基準を早く示して

いただきたいというご要請はずっといただいておりまして、これは大きな課題でございま

すので、今後取組を進めていくということで、検討会の立ち上げなどを予定しているとこ

ろでございます。 

 それで、あとは、実際にどういった形の処分をするか、あるいは、どういった基準を定

めるかという点については、やはり、それぞれの意向はさまざまございます。集約の処分

をすることが現実的かどうかということも含めて、地域地域によって、発生量だとか線量

によっても、それぞれやはり意向が個々にございますので、そこは、必ずしもこういう方
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向でというのが一つ決まっているわけでございません。基準の検討の中でそれぞれの需要

に応じた基準をつくられるようにということで、今後しっかりお示ししていきたいと思い

ます。 

 市町村の組織は、我々も補助金の交付ですとか、あるいは、実施の技術的な支援などの

関係でやりとりをしておりますので、カウンターパートの組織というのは全てわかってお

りますが、確かに、面的除染の終了に伴って、組織改編等々はいろんなところで進んでお

りますので、そういったところは把握しておりまして、今後とも緊密な連携をとっていき

ながらやっていきたいというふうに思っております。 

○浅野座長 ありがとうございました。 

 ほかにご意見、ご質問はございませんか。よろしゅうございますか。 

 それでは次に、三つ目の議題であります平成27年度取りまとめの各論点へのこれまでの

対応状況がどうであったかご説明いただきたいと思います。 

○神谷環境再生事業担当参事官 資料３－１、３－２のご報告をいたします。資料３－１

は、平成27年度取りまとめへの対応状況ということでございます。１枚目のところにござ

いますのは、取りまとめの大きな方向性ということで出ておりまして、28年度末までの除

染終了の取組が鋭意進められていると。その時期に改めて点検を行うということで、今回

の検討会につながるわけでございますけど、そういう前提でこの27年の時点での提言をい

ただいたという前提を書かせていただいております。 

 各論につきましては、１枚めくっていただきまして、取りまとめへの対応状況という表

がございますので、こちらでご説明したいと思います。当時の取りまとめの課題と今後の

方向性というのがございまして、そこに書いてある話が図の左側のところにございます。

その各課題について現状どうなっているかということを右側のところに書いております。

最初は除染の関係でございますが、直轄除染については、計画に基づく除染の執行を適正

に管理しながら加速化して取り組んでいくべきであるということでございまして、除染の

進捗については、今ご説明をしましたとおり面的除染を進めてきておりまして、直轄地域

については完了したということでございます。 

 補足する事項としては、除染の適正な実施についてということで中ほどにございますけ

れども、除染適正化推進プログラムに沿って、委員会にて議論をいただきながら取り組ん

できておると。あるいは、積算とか工事共通仕様書といった会計事務に関することについ

ても充実、改定をしながら進めてきておりますということでございます。 
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 それから、局の新設などにも言及させていただいておりまして、進めておりますという

ことでございます。 

 それから、２番目は市町村除染についてということでございます。支援を適切にするこ

と。科学的な安全評価に基づいて効果的・効率的な方法を追及することといったことでご

ざいます。概ね完了をしましたという進捗状況を先ほどご報告したとおりでございます。

フォローアップ除染の方法などについても、この取りまとめの後に確立をしましたといっ

たところをご説明しております。 

 それから、次のページでございますが、市町村除染の２番目ですけれども、指定の要件

を満たさなくなった場合については地域の指定を解除していくべき。制度的手当を今後検

討すべきであるということでございます。モニタリングなどは進めておりまして、除去土

壌がないところについてはこれまで解除が進んできておりますけれども、今後一層この解

除を進めるために、まず、搬出を促進すること。あるいは、県外につきましては、県外の

処分基準を確立すること等々の課題はまだ引き続きあるという状況でございます。 

 それから、２番目のまとまりとしまして、仮置場等の適正管理ということでございます

けれども、最初の事項として、安全性に関しての住民とのコミュニケーションが必要であ

ると。適正管理を確実に実施する必要があるということでございます。管理の実施方法は、

先ほどの資料の中に出てきておりますようなモニタリングとか定期点検等を行っていると

いうところでございます。それで、その管理状況についても、保管物数とか線量等のデー

タというのはサイトへの掲載を進めておるところでございます。 

 それから、最後のポツですけれども、年数変化に伴う劣化対策として、定期点検での発

見された不具合についての対応方法などをマニュアルでまとめるというような作業もして

おります。 

 それから、２番目の話としては、浸水注意エリアの保管物については優先的に搬出をす

ること。それから、万一の場合の危機管理対応を徹底すること。数量の把握を行うことと

いった課題をいただいております。それで、27年９月に流出の事案が発生しまして、その

直後にこの検討の報告をまとめていただいたというような経緯もあったわけでございます。

その後、対策をまとめまして、その後来ました台風の際には、この土のう袋の固縛対策を

実施する、あるいは、自治体との連絡体制の強化等の取組を進めているところでございま

す。 

 それから、次、３ページですけれども、これは空間線量の問題ですけれども、年間の追
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加被ばく線量１m㏜以下です。これの意味合い、あるいは、20m㏜/yというこの避難指示解

除の基準との関係性等について、発信を適切にしていくべきということでございます。一

つは、フォローアップの方針を示したということ。それから、それに基づいて、さらに自

治体と相談しながら、この線量の持つ意味合いというのをコミュニケーション、さまざま

な相談の事業などを通じてわかりやすく説明するという取組を進めているということでご

ざいます。 

 それから、２番目の話ですけれども、空間線量率の時間値と年間値の関係に仮定条件等

があるということの留意、説明ということでございまして、先ほどもご指摘をいただいた

話でございます。法律の施行上は、時間値を使ってずっと対応してきたわけでございます

けれども、これらについても、数値の持つ意味合いを自治体と協力しながら地域の方々に

説明するという事業を進めておるところでございます。 

 それから、セシウムの特性を踏まえて再生利用を進めることです。それから、処分基準、

これを定めることということでございますけども、これは、先ほどもございましたように、

処分基準についての検討チームを設置しております。再生利用は、県内の再生利用は基本

的考え方というのを去年の夏に示しておりまして、県外も含めた対応を、今後、検討を加

速化していきたいと考えております。 

 それから、側溝堆積物への対応を適切に実施することということで、これについては。

昨年の９月に、復興庁がお金を出す形で我々が技術的支援をするということで事業のスキ

ームを組み立てまして、運用を開始したところでございます。 

 それから、次のページ、４ページですけれども、森林対策ということで、これは、関係

省庁と連携して森林の再生と一体的な方針というのを明確化して取り組む必要があるとい

うことで、先ほどの資料の中に出てきましたような連携事業、モデル事業というのを実際

に立ち上げて運用を始めております。 

 それから、フォローアップ除染についてということで、その状況に応じた合理的な実施

可能性を総合的に判断し、それを運用していくことということでございますが、前回の取

りまとめの後の環境回復検討会において考え方をまとめまして、それの運用を始めておる

というところでございます。 

 最後、帰還困難区域でございますけれども、政府内でできるだけ早期に方針を明確化す

ることということにつきましては、これも、先ほどございましたように、福島復興特措法

の改正により、今後事業を進めていく体制が整ったというところでございます。 
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 これが27年の報告に対するこれまでの取組状況でございまして、もう一つ、資料３－２

がございますけれども、御検討いただきたい論点（除染関連）（案）というのがございま

す。今回の検討会での検討の方向性、これは今、自由にご議論いただければと思っており

ますが、事務局なりに考えた一つのたたき台でございます。面的除染が完了し、フォロー

アップ除染にフェーズが移る中、どのように県・自治体と協力しながら進めていくべきか。

２番目として、福島県外の除去土壌の処分方針の検討に当たり、制度面等から留意すべき

事項はあるか。それから、面的除染が完了したということを受けて、制度面で見直すべき

事項はあるかということで、簡単に書かせていただいておりますが、ご自由にご議論をい

ただければと考えております。 

 あと、崎田委員からのご指摘という別途紙がございまして、その中で、今の点にも関連

をしまして、面的除染終了後の取組について、今後の多様な関係者との意見交換を行うこ

と。情報発信を行うこと。それから、相談員の方々に対する支援といったご提言をいただ

いているところでございますので、あわせて紹介をさせていただきます。よろしくお願い

します。 

○浅野座長 ありがとうございました。 

 それでは、施行状況全般について、今、ご説明をいただきましたが、これについてご意

見をいただければと思います。 

 森委員、どうぞ。 

○森委員 ありがとうございます。 

 資料３－２に３点の今後検討すべき論点を示していただいておりますけれども、その中

で、それぞれについて、少し意見等を申し上げたいと思います。 

 まず最初に、フォローアップ除染等、いわゆる面的除染が終わった次のフェーズに入っ

たときにどうすべきかということでございますが、これについては、チェルノブイリの事

故後、ＩＡＥＡとかＩＣＲＰ、国際的なそれぞれの機関においてこういう状況に、現存被

ばく状況の一通りの除染が終わった後についてどうすべきかという考え方が示されてござ

いまして、それをベースにしたというか、そういう考えのもとで、環境省さんとＩＡＥＡ

との協議の結果等も報告されてございますけれども、そういうことで、新しい次のフェー

ズに入ったときに、いわゆるステークホルダーの方々と協議をする場を持って対応すべき

だというのが国際機関等がコメントした内容でございますが、そういうものについて次の

フェーズに入っていっていただけたらいいなと。これは、先ほどの崎田委員のほうからも
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似たようなコメントが出ているということでございます。 

 それから、２番目の福島県外の除去土壌の処分ということでございますけれども、まず、

県外の除去土壌がどの程度の放射能濃度であって、数量がどの程度あるかという基礎デー

タが実はよくわかっておりませんので、どう考えたらいいかというのは、実はいまいちよ

くわかりませんが、一つとしては、いわゆるこういう放射性物質を処分するということに

なれば、原子力のほうの処分との整合性をどういうふうにとるのかというのが一つでござ

います。それから、もう一つ、いわゆる福島県内で発生した除去土壌についての再生利用

についての基準値が示されてございますので、それとの関連でどう見るのかということが

ございます。それからＩＡＥＡと定期的な協議をされたサマリーレポートを見ていますと、

ＩＡＥＡのほうからは、ダウンブレンディングですかね、そういうような考え方も示され

ているようでございますので、そういうようなことも含めたほかの原子力法規との整合性

も考えた上の処分のあり方というのを検討していく必要があるのではないかなと、こんな

ふうに思います。 

 それから最後に、面的除染の完了を受けた制度面を云々ということでございますけれど

も、実は、最近、ある本を見まして、国交省の東北地方整備局が東日本大震災の実体験に

基づくということで、災害初動期指揮心得というのを出版されておりますけども、その中

に、備えていたことしか役に立たなかった。それから、備えていただけでは十分ではなか

ったと、こういうフレーズが出てきまして、まさにこれだなと、こう私は思ったんですけ

れども、これから原子力発電所が再稼働して、原子力発電所自体も、防災、あるいは、減

災について相当力を入れた方法をとられていますし、あるいは、住民に対しての避難計画

を立案するという、まずはその一時的な対応をどうするかということがテーマとして出て

おります。じゃあ、実際に環境汚染があったときにどうするのかということに関しては、

実はまだ何もほとんど手がついておりませんので、そういう辺りについてどう備えるのか

ということを、これから、今までの知見を踏まえて、どういうふうに具体的に備えていく

のかということが議論されてしかるべきだと、こんなふうに思います。 

 以上です。 

○浅野座長 ありがとうございました。 

 それでは、ほかにご意見がございますか。 

 中杉委員、どうぞ。 

○中杉委員 先ほど少し申し上げたことも絡むのですが、市町村のほうの除染地域のとこ
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ろですね。そこが解除された後のことは、特にこの法律の中に何も書かれていないんです

ね。そこをどうフォローしていくか。 

 それと、もう一つは、森林の話についてもあまり触れられて、どう読むのかなというの

がわからないのですが、そこをどうしていくかという話がどうしても残るのではないだろ

うかと。これは、今回の話ではなくて、また後で出てくる監視測定のところにもちょっと

絡んでくるけども、そこら辺をどういうふうに今後フォローしていくのだろうかというと

ころは検討課題になるのではないだろうかというふうに思います。 

○浅野座長 ありがとうございました。 

 田中委員、どうぞ。 

○田中委員 ありがとうございます。 

 １番目のフォローアップ除染についての考え方ですけど、最初の除染に比べてフォロー

アップ除染の効果が非常に低くなるということが予想されます。自然減衰という半減期の

小さい２年のほうはほとんど下がっているということですが、今日の資料で、ウェザリン

グ効果がある程度期待できるということがわかりました。ということで、フォローアップ

除染も合理的に、また、戦略的に進める必要があるので、必要性の高いところ、空間線量

が高いところから、また地元の自治体のご意見を聞きながら進めるということだと思いま

す。 

 それから、二つ目の県外の除去土壌の処分ですけども、制度的にということで何がある

か。福島県外のケースですけども、測定を何回か環境省がやられたデータを見ると下がっ

ているということで、当初のレベルよりも相当下がってきているのではないかと思います。

そういう意味では、指定の解除とか、それからまた、そういうふうになったものの再生利

用とか、そういうことを進めるための制度が必要な気がします。 

 それから三つ目ですけども、一つは、環境とか相手の汚染源のほうをどうするかという

ことと同時に、被ばくされる側の対応、そちらの意味で正しい知識を関係者、住民にも持

ってもらうという教育が大事かなという気がします。安全・安心、そのためには濃度が高

いところに近づけないような仕組みですね。入れない、あるいは、入ったとしても非常に

短い時間にするとか、そういう基本的なリスクコミュニケーションからの教育が必要だと

思います。 

 以上です。 

○浅野座長 ありがとうございました。 
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 大迫委員、どうぞ。 

○大迫委員 ２点あるのですが、一つは、資料３－２の二つ目の丸の福島県外の除去土壌

の処分方針に関することです。先ほど森委員のほうからもありましたけども、やはり、こ

の福島県内のほうは中間貯蔵という出口があって、そこにまずは搬出するということがあ

るわけですが、福島県外については、ご家庭の軒先に保管されているとか、あるいは、天

地返し的に埋めているというような状況もあって、地域住民の方々との調整をどう図るか

ということが大変大きな課題になってくると思います。濃度あるいは量的なものは、かな

りそこは福島県内とは違うわけでありますが、福島県内のほうも、やはり中間貯蔵への負

荷低減ということも含めて、今は、持っていく前に、発生源に近いところで再生利用して

いくということの方向性が議論されて、それで、その基準の考え方ということで、先ほど

森委員からあったような形で決められてきていると。当初は、福島県内と県外は状況が違

うから、ある程度はそこは違うものとして考えたほうが混乱がないじゃないかというよう

な認識もあったかもしれませんが、やはり、福島県内もできるだけ再生利用していくとい

うことの中で中間貯蔵外で利用を進めるという考え方が今議論され、法制化も含めて、多

分進んでいくと思うので、基本的な基準とか考え方のところというのは、やはり整合を持

たせるという意識でやっていくということが重要ではないかというふうに思います。それ

が１点です。 

 それから、２点目は、面的除染とかフォローアップとか、丸が三つあるものに全て、あ

るいは、それ以外のものも関わることなんですが、先ほどちょっと発言させていただいた

のは、自治体の行政対応組織に関して、やはり、フェーズが変わってくると人も変わりま

すし、人事異動とかもされて、当初やられた方が変わってきて、あるいは、若い方々に変

わってきたりとかしていると思います。長期にわたっての対応なので、市町村の対応力を

維持していくための支援というのは国なり県なりの仕事ではないかというふうに思うので、

そういう手だてについて既に取組をされているかもしれませんが、再度振り返って、今後

どういった感じでそういう人的体制の技術支援を行っていくかというところももう少し検

討してはどうかというふうに思います。 

 以上です。 

○浅野座長 ありがとうございました。 

 酒井委員、どうぞ。 

○酒井委員 一つ目のフォローアップ除染のフェーズ云々というところですけれども、今
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日の報告で一つ整理していくといいのではないかと思いましたのは、いわゆる再汚染のと

ころが、先ほど土居さんからもご発言ございましたが、どういったメカニズムでどういう

類型にできるのかというところをクリアにしていく中で、ターゲットをもっと絞っていけ

るのではないかというような気がいたしました。そういった意味で相当具体例が集まって

きていると思いますので、それをきれいに整理されて展開されるといいのではないかとい

うふうに思ったというのが一つです。 

 それから、資料３－１の仮置場の適正管理ということで、過去の流出事案の点も整理さ

れていますが、九州北部の今回の流木災害等を拝見いたしますと、やっぱりもう一段の想

像力は必要かなという気がいたします。そういう意味では現時点では中間貯蔵への移管を

急ぐということに尽きるのかもしれませんけれども、ここは少し想像力を働かせたほうが

いいかなというふうに思っております。この２点でございます。 

○浅野座長 ありがとうございました。 

 大塚委員、どうぞ。 

○大塚委員 １点目と２点目については先生方のご意見とほとんど同じです。特に２点目

については、今後、森委員がおっしゃったような形で、再生利用の基準とかほかのものと

比べながら検討していく必要があると思っています。 

 ３点目に関しては、田中先生がおっしゃったように、情報をこれからどういうふうに出

していくかというのは結構大事だと思います。少し前に大気汚染防止法の改正をしたとき

に、常時監視でもこの点については扱うことになったと思いますが、ただ、その頻度が高

いわけではないので、情報の発信というのは重要なポイントではないかと思っております。 

 以上でございます。 

○浅野座長 ありがとうございました。ほかにはよろしいでしょうか。 

 いろいろと今、ご指摘もいただいたわけです。制度面からの留意ということで言うと、

福島県外の汚染土壌の処分ということが残るということと、それと、地域として指定され

ているということ等が、今のところは完全に連動であるということが前も問題だったわけ

です。だから、地域を指定するということと、終わってしまった後、なお残っている汚染

土壌をどうするかということを制度的にひょっとしたら切り離すということがある段階で

必要なのかもしれません。それができることによって地域のゾーニングについてはこれを

解除できるけども、土壌についてはきちっと最後まで徹底的に管理をし、処理をするとい

う道が開けることになるかもしれない。この辺のところは前と大分状況が違ってきている
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ので、今後はこの検討会で真面目に考えていく必要があるテーマかもしれません。 

 それ以外にも、今、森委員からご指摘のあった、前からも言われていたのですが、ほか

の放射性物質に関する法令との整合性をどうするのかという問題も確かに残っていますの

で、この辺も今後検討する課題になるかもしれません。 

 ２回目、３回目は、それぞれまたテーマを変えて議論することになりますが、最後のと

きに総括的に議論する必要がありますから、事務局としてもお考えいただいて、途中段階

でも準備ができたものについては議論を進めていったほうが効率的かもしれませんので、

その準備もあわせてお願いをしたいと思います。 

 これまでのところでの各委員からのご意見について、事務局から何か応答がありました

らどうぞ。 

○神谷環境再生事業担当参事官 ありがとうございました。 

 基準の必要なものの整備を行うこと、あるいは、国際的な連携をとること。地元との協

力支援体制をつくること。それから、あとは、情報の発信ですとか事業に対する理解を得

ていくこと等々、多岐にわたって重要なご指摘をいただきましたので、追加の宿題になっ

たデータについてはおいおい出していくと。それから、最終的なまとめ方については、第

３回ないし最終回にかけてお示ししていくということでしっかり整理しながら、この検討

会での方向性というのをまたご議論いただきたいと思っています。ありがとうございまし

た。 

○浅野座長 それでは、まだ時間はございますが、言い残したことがございましたらどう

ぞ。いかがですか。よろしゅうございますか。特にご意見はございませんでしょうか。 

 よろしければ、本日予定の時間より少し早うございますが、今日議論することは以上と

いうことにいたしたいと思います。 

 それでは、事務局から、次回の日程等についてご説明いただきます。 

○神谷環境再生事業担当参事官 次回は９月めどということでお出ししておりますけれど

も、詳細な日程につきましては、追って調整させていただいて、ご連絡したいと思います。 

○浅野座長 それでは、本日はこれで終了させていただきます。どうもありがとうござい

ました。 

午前１１時４１分 閉会 


